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と回答した消費者は、2012 年の 32.7％から 2016 年に 35.0％を超え（37.8％）、2017 年に
は、44.4％にまで増加している。一方、「不安を感じる」（「不安を感じる」、「どちらかとい
えば不安を感じる」の合計）と回答した消費者は、2012 年は 32.8％であったが、2014 年に
30.0％を大きく下回り（25.0％）、2017 年には、19.9％にまで減少している。2015 年の 21.2
％と 2016 年の 23.9％を比較すると、一時的な増加はみられるものの大局的にみれば、2012
年から 2017 年までの間に、豚肉の安全性について「不安を感じる」と考える消費者は、減
少しているということができる。
公益財団法人日本食肉消費総合センター（2018）の調査結果から、2012 年から 2017 年に
かけて、豚肉の安全性に「不安を感じない」という消費者は増加しており、「不安を感じる」









2012 年 9.4 23.4 34.5 25.2 7.5
2013 年 7.3 24.0 36.0 25.5 7.2
2014 年 4.4 20.6 41.1 25.2 8.7
2015 年 3.8 17.4 44.6 26.5 7.7
2016 年 6.7 17.2 38.4 22.6 15.2
2017 年 3.2 16.7 35.7 27.4 17.0
注：2012 年の調査の対象者数は、1,238 名、2013 年は、1,240 名、2014 年は、1,800 名、2015 年は、1,800 名、2016 年
は、1,800 名、2017 年は、1,800 名である（2012 年から 2016 年までは、公益財団法人日本食肉消費総合センター




図 1は、2012 年度から 2017 年度までの豚肉消費量の推移を示したものである。2012 年度
に 11.8 kg であった豚肉消費量は、2015 年度に 12.0 kg を超え（12.2 kg）、2017 年度には、










消費者は、2012 年は、3割を超えていたが、2017 年には、約 2割（19.9％）にまで減少し
























肉・豚肉・鶏肉）消費量の推移（図 2）をみると、まず、牛肉の消費量は、1960 年度の 1.1
kg から 1970 年度に 2.0 kg を超え（2.1 kg）、1975 年度には、2.5 kg となっている。次に、
豚肉の消費量は、1960 年度の 1.1 kg から 1965 年度に 3.0 kg、1970 年度には 5.3 kg となり、
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1975 年度には、7.3 kg にまで増加している。 後に、鶏肉の消費量は、1960 年度の 0.8 kg
から 1965 年度には、1.9 kg となり、1971 年度に 4.0 kg を超え（4.3 kg）、1975 年度には、
5.3 kg となっている８。この期間中、牛肉、豚肉、鶏肉ともに増加がみられるが、とくに豚
肉の消費量が急激に増加していることがわかる。









型化を可能にした」（赤池（2010 a）163 ページ）としている。図 3は、図 2と同様、日本
において SPF豚の開発研究が開始した時期（1960 年から 1975 年まで）の豚生産農家 1戸
当たりの平均飼養頭数の推移を示したものである。生産農家 1戸当たりの平均飼養頭数は、


















ることは明白であり、既に 1960 年代後半にはほぼ全国に浸潤していた」（赤池（2010 a）
164 ページ）と推測している。このことから、1960 年代に国内でまん延していた「マイコプ
ラズマ肺炎、豚赤痢、AR」の「３疾病にトキソプラズマ病を加えた４疾病を排除すること







1969 年 10 月に SPF豚に関する「共同研究の円滑な推進と、SPF豚に対する共通認識を確
かなものにするために、SPF豚に関心をもつ個人や自治体、企業が参加して、任意団体と






























結果、生産者の SPF豚に対する理解が深まり、1990 年代に入ると SPF豚を導入する農場
に増加がみられるようになった。
SPF豚を導入する農場数の増加に関して、赤池（2010 a）は、1988 年度に 415 であった
SPF豚を導入している農場数15 は、1990 年度には、459 農場に増加したとしている。その
後、増減を繰り返しながら推移し、2004 年度は、471 農場、2008 年度には、572 農場になっ
ているとしている（赤池（2010 a）177 ページ）。
このように SPF豚を導入する農場数が増加してくると、「在来豚のなかに数頭の SPF豚














図 4は、SPF豚農場認定事業を開始した翌年の 1995 年度から 2017 年度までの SPF豚認
定農場数の推移を示したものである。1995 年度の SPF豚認定農場数は、109 農場である。
その後、1998 年度に 157 農場と、150 農場を超え、2017 年度には、184 農場にまで増加して
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いる。SPF豚認定農場数がもっとも多かった 2010 年度（190 農場）と比較すると 2017 年度



































2017 年の信州 SPF豚の出荷頭数は、28,808 頭であり、生産農場数は、５農場である。
５農場のうちの 1農場は、肥育のみを行う農場であり、4農場は、繁殖と肥育を行う一貫生
産農場である。表 2は、近年の信州 SPF豚の農場数および出荷頭数の推移を示したもので
ある。2010 年に 8農場（肥育農場１、一貫生産農場７）であった生産農場数は、2012 年に
７農場（肥育農場１、一貫生産農場６）に減少している。その後、2015 年までは７農場で
表２．信州 SPF 豚の農場数および出荷頭数の推移
生産農場数 肥育農場数 一貫生産農場数 出荷頭数（頭）
1農場当たり
出荷頭数（頭）
2010 年 8 1 7 36,471 4,559
2011 年 8 1 7 36,736 4,592
2012 年 7 1 6 32,906 4,701
2013 年 7 1 6 33,690 4,813
2014 年 7 1 6 33,465 4,781
2015 年 7 1 6 32,500 4,643
2016 年 6 1 5 30,124 5,021
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推移していたが、2016 年に６農場（肥育農場１、一貫生産農場５）となり、2017 年には、
５農場（肥育農場１、一貫生産農場４）にまで減少している。出荷頭数は、2010 年の
36,471 頭から 2012 年には 32,906 頭にまで減少している。2012 年と比較すると、2013 年は、
若干の増加（33,690 頭）がみられる。しかし、2014 年に減少（33,465 頭）に転じ、その後、
減少傾向で推移し、2016 年に 30,124 頭となり、2017 年には、28,808 頭にまで減少してい
る。2010 年から 2017 年までの期間中、信州 SPF豚の生産農場数、出荷頭数ともに減少傾
向で推移しているといえるが、その一方で、1農場当たりの出荷頭数は、増加傾向で推移し
ている。2010 年に 4,559 頭であった 1 農場当たりの出荷頭数は、増減を繰り返しながら推
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（４）信州 SPF 豚の販売の取り組み
信州 SPF豚の消費者への販売は、主に長野県Aコープ、長野県農協直販で行われてい
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費者からは支持されているといえよう。このように長野県内の食の安全性に高い関心をもつ























































尾他（2017）145～146 ページ）企業が紹介されている。なお、SPFは、Specific Pathogen Free
（特定病原体不在）の略である。
２ 藤田編（2018）によれば、一般社団法人日本 SPF豚協会が定める認定基準を満たした SPF豚認定
農場（2017 年度）は、北信越地域に 8農場あるとされる（藤田編（2018）2 ページ）。この北信越
地域にある 8農場のうち半数以上の 5農場が長野県にあることから、北信越地域のなかでみると、
長野県は、SPF豚の生産がさかんであるということができる。
３ 2017 年に実施された調査の対象者数は、1,800 名である（公益財団法人日本食肉消費総合センター
（2018）3 ページ）。
４ なお、公益財団法人日本食肉消費総合センター（2018）によれば、2012 年から 2017 年までの調査
結果の推移では、牛肉、鶏肉も豚肉と同様に、その安全性に「不安を感じる」（「不安を感じる」、
「どちらかといえば不安を感じる」の合計）と回答する消費者は、減少しているとされている（牛
肉は、39.0％（2012 年）から 21.0％（2017 年）に、鶏肉は、34.0％（2012 年）から 21.3％（2017
年）に減少）。その一方で、「不安を感じない」（「不安を感じない」、「どちらかといえば不安を感じ
ない」の合計）と回答した消費者は、増加しているとされている（牛肉は、29.9％（2012 年）から
44.1％（2017 年）に、鶏肉は、32.5％（2012 年）から 42.6％（2017 年）に増加）（公益財団法人日






















は、6.3 kg、豚肉消費量（概算値）は、12.8 kg、鶏肉消費量（概算値）は、13.4 kg であるとして
いる（農林水産省「食料需給表」、http : //www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/zyukyu/index.
html（アクセス日、2018 年 12 月 12 日））。
９ なお、農林水産省「畜産統計」によれば、2017 年の豚生産農家 1戸当たりの平均飼養頭数は、
2,001.3 頭であるとしている（農林水産省「畜産統計」、http : //www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/







12 一般社団法人日本 SPF豚協会ウェブサイトによれば、1969 年に設立された日本 SPF豚協会は、
2004 年 10 月に法人化（有限責任中間法人日本 SPF豚協会を設立）を果たし、その後、法改正に
基づき一般社団法人日本 SPF豚協会（2008 年 10 月から）となったとしている（一般社団法人日
本 SPF豚協会ウェブサイト、「日本 SPF協会とは」、http : //www.j-spf.com/profile（アクセス
日、2018 年 9 月 20 日））。
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13 一般社団法人日本 SPF豚協会ウェブサイト、「日本 SPF協会とは」、http : //www.j-spf.com/












定農場数は、184 農場、飼養母豚総頭数は、77,604 頭であり、「全国の飼養母豚数 83.9 万頭（平成
29 年 2 月現在、畜産統計）に占める認定 SPF豚の割合は、9.2％であった」（藤田編（2018）2
ページ）とされている。
17 SPF豚の味や肉質に関する情報は、日本 SPF豚協会ウェブサイトにおいても紹介されている（一
般社団法人日本 SPF豚協会ウェブサイト、「SPF豚肉の特性」、http : //www.j-spf.com/system/
speciality.htm（アクセス日、2018 年 9 月 24 日））。
18 信州 SPF豚の生産、流通段階の取り組みは、2018 年 9 月 3 日、全国農業協同組合連合会長野県本
部への筆者ら聞き取り調査に基づく。
19 JA全農長野によれば、ハイコープ SPF種豚とは、JAグループが独自に育種開発した SPF種豚
のことであるとしている。なお、現在の長野県内の種豚センターの生産規模は、雄の種豚が 7頭、










年 1 月から 12 月の平均値）であったとしている。なお、2017 年度の調査は、「都道府県養豚協会
及び当協会が平成 29 年 8 月 1 日現在確認できている養豚生産者を対象（3,633 件）」に調査票を配
布した結果、868 件の回答が得られ、この 868 件の回答のうち、廃業や無効回答票を除いた 800 の
養豚業者の調査結果を集計、分析したものであるとしている（一般社団法人日本養豚協会（2018）
http : //www.jppa.biz/pdf/2018_pdf/20180615_02.pdf（アクセス日、2018 年 10 月 10 日））。この
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26 長野県Aコープウェブサイトによれば、長野県Aコープは、「長野県下 28 店舗で展開」している
とされている（長野県Aコープウェブサイト「店舗の一覧」https : //www.nagano-acoop.co.jp/
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